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＜地方公共団体のデータ＞※ 

※ 人口は、住民基本台帳に基づく人口（平成 28 年 1 月 1 日時点） 

標準財政規模及び財政力指数は、平成 27 年度決算の数値 

 

 

 

＜法人データ＞ 

[出資等の状況]（平成 28 年 3 月 31 日時点）    [経営状況]（平成 27 年度決算）                              （単位：百万円） 

 

[法人概要]（設立目的、業務概要等） 

 

 

 

１．本事例の概要（取組の内容、ポイント） 

  当該事例は、法人の経営体質の改善により経営黒字化に転換した事例である。 

  具体的には、法人の中心的事業であった牛乳製造・販売に依存しすぎたため、社会経済情勢の変

化に対応した企業としての競争力や経営基盤の構築が出来ず、赤字経営が常態化する悪循環に陥っ

ていた。これを解決するため、利益率の高い商品の開発を進めるとともに安定黒字経営を実現するた

めの 3 ヶ年計画を策定し、その計画に基づき経営戦略と改革に取り組み、経営体質改善することにより

経営黒字への転換を達成した。 

事例名 
利益率の高い商品へのシフトによる売上

増加 

団体名 岩手県西和賀町 

法人名 （株）湯田牛乳公社 

人口（人） 6,110 

標準財政規模（百万円） 4,662 

財政力指数 0.15 

西和賀町 37（37.6％）  経常収益 1,883  資産 603 

その他 62（62.4％）  経常損益 26  負債 434 

役職員数（人） 52  当期純損益 21  純資産 169 

（株）湯田牛乳公社は、その前身となる農業協同組合ミルク・プラントが昭和 30 年に立ち上げら

れ、昭和 41 年に地場産業の振興を目的として旧湯田町・農業協同組合などの出資により設立さ

れ、牛乳の製造・販売を中心とした事業を実施し、畜産業の振興や地域の雇用に寄与してきた。そ

の後、デザート工場や農畜産物加工施設を設置し、農畜産物の加工販売や地域特産品の販売を

手掛けるなど、地域産業のけん引役としての役割を果たしてきた法人である。 
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２．取組みの背景、理由、着手のきっかけ 

法人は中心的事業であった牛乳を、大型取引先へ販売する固定的な経営となっていた。大型取引が

安定することで、年々変化する市場競争から離れたことにより、競争力や経営能力の弱体化に対応す

ることはできなかった。 

しかしながら、年々変化する市場では消費量が減少、安売り競争が激化し、原料高や価格競争など

小規模経営体には厳しい経済環境となる中で、依存していた大型取引も年々安定した売上高を維持す

ることが出来なくなり、平成 22 年度決算において経常損失 16,272 千円を計上する結果となった。加え

て、平成 23 年に発生した大震災とその後の原発風評被害により業績を大きく落とすこととなり、それ以

降累積赤字を抱え、平成 26 年度決算までは経常損失を計上し続ける厳しい経営を強いられた。 

 

＜経常損益及び団体からの財政支援状況＞                  （単位：百万円） 

 H23 H24 H25 H26 H27 

経常損益 10 ▲42 ▲28 ▲43 26 

団体からの財政支援      

 

団体からの補助金収入 0 4 0 0 0 

損失補償付債務残高 0 0 0 0 0 

長期貸付金 100 100 100 90 80 

短期貸付金 0 0 0 0 0 
 

 

 

３．取組の具体的内容 

(1)取組方針とその決定過程 

法人の経営は、牛乳を中心として固定的な大型

取引に支えられてきたが、大型取引の安定も確実

なものではなく、牛乳市場の需要減少と低価格競争

には歯止めがかからない状況でもあることを再認識

し、主力商品としていた牛乳の販売比率を引き下

げ、牛乳以外で特色のある利益率の高い商品への

シフトが必要であると分析した。 

牛乳を縮小する方策については、様々な方向性

があったが、消費者と生産者の架け橋となる経営理

念を第一として、低価格競争から退き、利益率が高

いヨーグルトへのシフト、消費者の需要が拡大して

いるスイーツ市場への進出が検討された。 

牛乳製造で始まった法人であり、長年の取引など、その縮小には大きな決断が必要であったが、縮

小市場と低価格競争に流されては法人存続も危ういことを経営陣が認識し、看板商品の廃止を含めて

牛乳部門の縮小を断行したうえで、市場評価の高かったヨーグルトを主軸とした経営戦略を立てること

に結束し、社員にもその方針を周知しながら、安定黒字経営を実現するための 3 ヵ年計画（平成 27 年

度～平成 29 年度）が決定された。 
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３．取組の具体的内容（つづき） 

(2)取組の具体的な進め方 

牛乳市場縮小と低価格競争による法人経営の低迷については、以前から町の地域産業全体の課題

の一つとなっていたが、東日本大震災とそれに伴う原発風評被害が法人経営に大きな打撃となったこと

から、法人と町が一体となり、早急な経営改善に向けた取り組みを展開することとなった。 

町は、平成22年に西和賀町地域振興アドバ

イザー会議を設置し、地域振興のための効果

的な施策の推進及び町の第三セクターの経営

改革等に本格的に乗り出した。これを受け、経

営アドバイザー等の派遣や長期貸付を実行す

るとともに、大震災復興支援策を実施してき

た。また、法人においては、経費節減や人件

費削減などコスト削減と営業努力を続けなが

ら、安定黒字経営を実現するための3ヵ年計画

（平成27年度～平成29年度）に基づき、社員

一丸となって取り組みを進めた。 

法人への町の関与に関しては、行政報告や

予算審議等で町議会へ提案しながら、住民へ

の情報提供に努めた。また、町の担当課と法

人、当該法人以外の町内の第三セクターから

選任された者で構成される第三セクター経営

改善協議会を設立し、情報共有と経営改善に

向けた取り組みを進めることとし、その運営に

対し助成を行った。 

第三セクター経営改善協議会においては、

公認会計士を委託し、迅速かつ正確な経理を行うために必要な財務指導をはじめとした経営全般につ

いての指導・助言を行うとともに、財務分析能力及び経営能力の向上など、経営感覚を兼ね備えた人

材の育成を図るための取り組みを進めている。 

 

 

 

４．取組の効果 

平成 27 年度は、安定黒字経営を実現するための 3 ヵ年計画の初年度として、総売上高を 17 億円と

設定し、総売上に対しヨーグルトを中心とした利益率の高い商品の売上比率を 30％にまで引上げること

を目標として掲げた。 

戦略として、看板商品であったビン牛乳の製造廃止を断行し、特色ある低温殺菌牛乳へシフトしなが

ら、低価格競争取引を回避した。また、牛乳以外の商品として、市場評価のあったプレミアムヨーグルト

を主力に増産体制を整え、品質管理の徹底や業務改善に引き続き取り組んだ。 

この取組の結果、平成 27 年度決算では、牛乳以外の売上比率は 27.5％と前年度の 22.9％から 4.6 

ポイントの引上げに成功し、目標の 30％には及ばなかったものの、総売上高を目標よりも 10％増の約

19 億円にまで押し上げ、約 26 百万円の営業利益を達成することとなった。 
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５．今後の課題（今後の方針、残された課題等） 

 

 

６．他団体の参考となり得る点（苦労した点、工夫した点、上手く進んだ理由、反省すべき点等） 

 

 

＜参考＞地方公共団体の問合わせ先 

 

今後も引き続き安定した黒字経営を実現するための 3 ヵ年計画（平成 27 年度～平成 29 年度）に取

り組み、牛乳以外の売上比率の目標数値である 31％を達成するための経営戦略を進めていくこととな

る。 

今後の課題として、利益率の高い商品の売上比率を高めることで、経営黒字化を達成できるもの

の、学校給食牛乳など県南エリアでの牛乳供給量の確保にも配慮する必要があることから、経営と地

域で果たす役割とのバランスを考慮しながら牛乳の供給量を設定しなければならないことがあげられ

る。他方、牛乳以外の商品の主軸となるヨーグルトの増産に向けた設備投資や人材確保も検討を進め

ていく必要がある。 

また、法人経営不振により社員の欠員不補充や賞与カットなど、人件費の圧縮をせざるをえなかっ

た経緯があったことから、今後、第三セクターとして地域人材の雇用と所得の確保、そして近年では若

者定住対策での役割も期待されていることから、人材確保と社員の給与・待遇改善も課題となってい

る。 

第三セクターは、地域住民の暮らしを支える事業を行う公共的な役割を担う一方で、株式会社の形

態による法人であるため、町による関与にも制約があった。 

本事例では、地域振興のための効果的な施策の推進及び町の第三セクターの経営改革等に関し町

と法人によって組織した第三セクター経営改善協議会により、地域振興アドバイザーや経営アドバイザ

ー、公認会計士など、複数の専門分野からの外部人材を有効的に活用することを実現し、町と法人が

現状や課題の共通認識を図ることで、法人の経営体質にまで踏み込むことが可能となり、経営黒字へ

の転換を達成するに至った。 

担当課 西和賀町企画課 連絡先 0197-82-3284 
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